
 我が国では、国・地方を通じて行政体制・手法の効率化が推進されてきたが、近時、社会保障・税
番号制度の導入を契機として、クラウド化の推進など、ＩＣＴを活用した電子自治体の取組みの加速
が求められている。 
 その際、効率化の効果を高めるためには、情報システムの更新と併せて業務フローの見直しを行う
ことが重要とされ、その鍵を握るものの一つとして、「業務の標準化」が挙げられている。 
 本研究会においては、地方自治体における業務の標準化・効率化について、実態把握を進めながら、
行政経費等削減効果の定量的な把握方法や、優良事例の普及・展開に向けた課題と対策を検討するこ
とを目的とする。 
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